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第11 章

持続可能エネルギーという選択肢

アンドリュー・ブレイカーズ

要　旨
　太陽光発電（PV）と風力発電はいずれも他の代替エネルギーより安価で

あることから、新たな低排出発電技術の分野で支配的地位を保っている。全

世界で毎年新規に増強される発電出力のうち、太陽光と風力によるものが半

分を占める。どちらも燃料、環境、資材の問題、水の供給、あるいは安全対

策によって制限されることがなく、新化石燃料や原子力と比べ価格も競争力

のあるものになっている。一般的な水力発電は、ダム建設用地の不足から太

陽光および風力に太刀打ちできず、バイオマス発電の利用機会も極めて限ら

れている。原子力、炭素回収・貯蔵（CCS）、太陽熱、潮力、および地熱と

いったエネルギー源が風力ならびに太陽光に追いつくには、20倍から100倍

に上る差を埋めるほどの大胆な成長率が必要となる。しかもこの目標値は、

太陽光発電と風力発電がいずれも急速に拡大しており、規模の経済が大きく

働いていることから、今も変化し続けている。また電力供給産業における蓄

電の99パーセントは揚水式発電（PHES）によって行なわれており、それぞ

れ150ギガワット以上の電力を供給している太陽光発電、風力発電、そして

揚水式発電の組み合わせによって、再生可能エネルギー市場の高い割合（80

～100パーセント）が占められている。さらに、陸上の輸送機関や都市の廃

熱を電力供給に結びつけることで、再生可能エネルギーによる電力は中期的

に、最終エネルギー需要の4分の3を満たすことができると見込まれている。
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エネルギーの選択肢

エネルギーと温室効果ガスの排出

　図11-1が示すように、全世界における温室効果ガス排出の4分の3はエネルギ

ー部門での化石燃料の使用によるものである。危険な気候変動を避けるためには、

この化石燃料を温室効果ガスを排出しないエネルギー源に置き換える必要がある。

エネルギー技術

　現在使用可能で、かつ将来的に温室効果ガスの排出量を抑えるエネルギー源と

して以下のものが挙げられる。

・太陽光―太陽から直接エネルギーを得るもの（太陽光発電〔PV〕や太陽熱発

電）、および間接的にエネルギーを得るもの（風力、水力、バイオマス、波エネ

ルギーなど）の両方を含む。

・炭素回収・貯蔵（CCS）技術を備えた化石燃料

農業：14％

運輸：14％

建築：6％

産業：21％

電力および熱生産：24％

その他のエネルギー：11％

林業およびその他の土地活用：11％

図11-1　100年間の時間的枠組みにおける経済部門別の温室効果ガス排出割合
出典：IPCC（2014: 88）。
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・原子力（核分裂および核融合）

・地熱

・潮力

　本章の主題は、エネルギー利用による温室効果ガス排出を今後20年間で大き

く削減するための道筋である。この目標を達成し得るエネルギー技術は豊富な資

源基盤を有している必要があり、他の深刻な問題を引き起こしてはならず、また

将来の普及率や費用低減について、技術的・経済的進化に関する大胆な仮説を要

するものであってはならない。今後20年間で普及するであろう低排出エネルギ

ー技術のうち支配的地位を占めると思われるのが風力と太陽光であり、上に掲げ

たその他エネルギー技術の一部も大きな補助的役割を果たすだろう。

　風力と太陽光は全世界で大規模に普及しつつあり（両方合わせて出力100ギガ

ワット〔GW〕以上の発電設備が毎年建造されている）、続く10年間で巨大産業に

成長する可能性が高い。2015年に全世界で新たに生み出された純発電容量のう

ち、再生可能エネルギー（主に水力、風力、太陽光）発電はその64パーセントを

占めており、残りの大半は化石燃料によるものである（図11-2参照）。現在の傾

図11-2　2014年および2015年に増強された、技術タイプ別の新規発電容量
注：�2015年における風力・太陽光の発電容量純増は113GWだが、これは他の技術を全て合わせた新規発
電容量とほぼ同じである。

出典：REN21（2016）; Frankfurt School–UNEP Collaborating Centre（2014）; IRENA（2016）。
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向から判断すると、1年間で新たに生み出される発電容量という点で、風力およ

び太陽光は化石燃料と原子力を合わせた数値を2018年に追い抜くことが予想さ

れる。またオーストラリアなど数ヵ国では、新たに生み出される発電容量のほぼ

全てが太陽光ないし風力によるものとなっている。

　2015年における太陽光および風力の発電容量増加は、前年に比べ19パーセン

トの伸びを見せた。一方、その他の発電技術の設置率は横ばいか減少傾向にある。

風力と太陽光はいずれも、資源、環境、および資材の供給に制限されることがな

く、また保安問題に悩まされることもない。

　水力発電はダム用地不足のためこの伸びに追いつくことができず、バイオマス

発電の可能性も極めて限られている。その他の低排出技術（原子力、CCS、太陽

熱、潮力、および地熱）が風力ならびに太陽光に追いつくには、20倍から100倍

に上る差を埋めるほどの大胆な成長率が必要となる。しかもこの目標値は、太陽

光発電と風力発電がいずれも急速に拡大しており、規模の経済が大きく働いてい

ることから、日々変化し続けている。

　低排出発電部門の覇権争いでは、太陽光と風力が「勝利」したかのように思わ

れる。そのため、電力市場がそれらによって飽和状態になるより早く、他の低排

出技術が太陽光と風力に追いつくのは難しい。また、太陽光および風力によるエ

ネルギー産出の限界費用は（水力発電と同じく）ゼロに近いため、他の再生可能

発電技術が市場においてそれらの牙城を切り崩すのは困難である。

　以下では様々なエネルギー技術を論じるが、その対象は大規模な展開が可能な

もの（2030年の時点で年間100GW以上の発電容量増加）に絞られる。現在、全世

界の発電量は年間およそ2,300万ギガワット時（GWh）であり、うち22パーセン

トが再生可能エネルギー（大半は水力）によるものである。こうした状況の下、

風力および太陽光の発電容量がそれぞれ年間175GW増強されているという事実

は、再生可能エネルギーによる発電量を2035年の時点で2,300万GWhに増やす

という目標を達成するのに十分だろう。それには風力および太陽光の年間展開率

を現状（2015年）の3倍に増やせばいいだけなので、達成可能なのは明らかであ

る。当然ながら、全世界で人口および富の増加が続いているため、また輸送機関、

暖房、および産業で用いられている化石燃料の大半が、低排出エネルギー源によ
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って生み出された電力に置き換えられることが予想されるため、電力需要は今後

も増加するものと思われる。

化石燃料

　化石燃料の燃焼によって生じる二酸化炭素（CO2）は、回収した上で地下に貯

蔵することができる。だが実際には困難を伴い、大規模に行なおうとすると費用

も高くつくことがわかっている。二酸化炭素を他の気体（窒素、アルゴン、酸素、

および水蒸気）から分離し、適切な場所へ輸送した上、圧縮して液体を生成し、

そしてそれを安全な場所の地下深く（キロメートル単位）に注入しなければなら

ないからである。こうしたCCS技術の補助的使用は石炭燃料および天然ガス燃

料発電所の全体的な効率を低下させるとともに、資本費用と運転費用を増大させ

る。現在すでにある発電所にCCS装置を後付けするのは難しくまた費用も高額

に上るため、CCS技術を普及させるには今後建設される発電所をCCSに適応さ

せる必要がある。

　電力部門における最初の大規模CCSプロジェクトは、カナダ・サスカチュワ

ン州のバウンダリーダム計画であり（Global CCS Institute 2014）、年間およそ100

万トンの二酸化炭素が回収され地下に貯蔵されることになっている。比較のため

に述べておくと、この量のCO2削減は0.3GWの風力発電増強、もしくは0.6GW

の太陽光発電増強で可能であり、参考までに挙げておくが、2016年の1年間で、

風力と太陽光は全世界でそれぞれ60～70GW相当が展開された。

　また二酸化炭素は原油をさらに利用するためにも用いられることがある。つま

り地中の油層に圧力をかけることで、より多くの原油を抽出するのである。これ

は経済的に見れば好都合であり、かつ相当量の二酸化炭素を地下に封じ込めるこ

とになるものの、結果として産出された原油は温室効果ガスの排出を増やしてし

まう。

　CCS装置を備えた新化石燃料発電所が幅広く普及する見込みは薄い。技術水

準の低さ、コストの高さ、リスクの大きさ、そしてはるかに大規模に展開され、

かつCCSシステムの試作型よりコストも低い水力、風力、そして太陽光と競争

しなければならないためである（Frankfurt School-UNEP Collaborating Centre 2014）。
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原子力

　全ての原子炉は重い元素、通常はウランの核分裂からエネルギーを得ている。

原子力は広く普及しており、全世界の発電量のおよそ11パーセントを占めてい

る。その一方で核兵器技術の拡散、核分裂性物資の生産、原発事故、そして廃棄

物処分といった問題を抱えている。また原子炉には地元の強い反発、長期の計

画・建設期間、厳しい安全基準、そしてハイリスクという認識が常につきまとう。

こうした要因のために原子力発電の急速な展開は強く制限を受けている。現在の

実質的な展開率（新規に建設された原子炉の数から退役した原子炉の数を引いたも

の）は、風力および太陽光それぞれの数値に比べ15分の1にとどまっている。

　核融合エネルギーは太陽の源である。つまり重水素とトリチウム（水素の同位

体）の磁気および慣性閉じ込めによって、核融合エネルギーの放出に必要な温度

と時間を得るのである。しかし核融合炉の実現には極めて大きな困難が伴い、商

業利用は2050年以降になるものと見込まれている。

地熱および潮力

　地熱および潮力発電は、いくつかの国で一定の地位を占めている。しかし一部

の地域では重要であるものの、地球規模で経済的に活用可能な資源としては、世

界的に意味を持つにはあまりに規模が小さい。地熱エネルギーは地球内部の熱か

ら得られるものである。アイスランドやインドネシアなどの火山地帯では地表近

くに温度の高い岩石が存在しており、その水蒸気を直接活用したり、あるいは発

電に用いたりすることができる。

　わずかに放射能を帯びた岩の塊が地下数キロの深さに存在し、摂氏約300度と

いう高温の熱を活用できる地域もある。つまり冷水を高圧で注入することにより

岩を破砕し、そこから水蒸気を取り出すのである。だがこうした高温かつ乾燥し

た岩を用いる技術には困難が伴い、それにふさわしい地理的条件を有する地域で

しか活用できない。そのため現在に至るまで本格展開はなされていない。

　通常の水力発電技術を用いることにより、潮の流れからもエネルギーを得るこ

とができる。一般的には入り江を横切る形で堰を設け、潮の干満で生じる水の流
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れによってタービンを回す。だが干満の差が大きく、かつ環境的影響をさほど及

ぼさないという、潮力発電に適した場所はほとんどない。

太陽光エネルギーの供給

　太陽光エネルギーは莫大かつ地球上のどこでも豊富に得られ、しかも無限に持

続可能である。またその活用によって環境面、社会面、および保安面の影響が生

じることも永遠にない。近年の大幅なコスト低減により、太陽光から得られたエ

ネルギーは今や化石燃料および原子力と同じ価格水準にある。主に太陽光、風力、

そして水力など、太陽を発生源とする再生可能エネルギーは現在、世界で毎年増

強される発電能力の大半を占めるようになっている。

　太陽は今後数十億年にわたって輝き続ける。地球には毎年、人類が商業活動で

消費するエネルギーより4桁多い太陽光エネルギーが降り注いでいる。変換損失

（太陽熱収集器に降り注ぐ太陽光エネルギーのうち回収され、利用可能な形に変換で

きる割合は15～50パーセントに過ぎない）および利用不可能な場所（海洋上、北

極・南極、山岳、森林など）を考慮に入れたとしても、人類が商業活動で消費す

る数百倍の太陽光エネルギーが利用可能なのである。

　太陽のエネルギーを利用可能な形に変換する二つの主要技術として太陽光発電

と太陽熱発電が挙げられる。前者は太陽の光を直接電気に変換するものであり、

後者は建物内部や産業活動（太陽光による温水や建物のソーラー暖房など）におい

て太陽の熱を集め活用したり、太陽熱発電（日光を太陽炉で集光し、高温の蒸気を

発生させる）を行なったり、あるいは熱化学反応の補助的役割を果たしたりとい

うものである。

　また太陽光エネルギーは風力、水力、波力、海洋温度差、およびバイオマスとい

ったエネルギーを間接的に生み出すことで、世界のエネルギー構造を支えている。

太陽という資源

　太陽は、地球の日光に照らされる半分の上層大気に1平方メートルあたり1.3

キロワット（kW/m2）相当のエネルギーを供給している。そのうちの大半は大気
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圏を通って地表に到達するが、一部は大気に吸収され反射される。晴れた日の正

午における地表での太陽光エネルギー密度はおよそ1kW/m2であり、地球は毎年

3.8×1024ジュールの太陽光エネルギーを受ける。これは現在全世界で消費され

ている電力のおよそ5万倍に上る。このエネルギーの大半は直接光線放射の形を

とっている。つまり、我々の目で見ている太陽から直接発せられたものである。

また地表付近では、雲や霧などの気体によって拡散するため、あるいは地表が日

光を反射するため、太陽光のかなりの部分が間接放射（拡散放射）として現れる。

さらに、太陽光エネルギーの比較的わずかな部分は、風力、水力、海洋エネルギ

ー、およびバイオマス発電に活用され得るエネルギー形態へと変換される。

　太陽炉が集光する直接放射と拡散放射の合計が全天放射と呼ばれるものである。

非集光型太陽光パネルといった一部の集光システムは、日光の直接放射と拡散放

射の両方に対応している。また集光型太陽光発電システム（CPV）や太陽熱シス

テムといったその他の集光設備は、主として直接光線放射に対応している―

―つまり基本的な物理法則によって、拡散した光を集中させるのが難しいのだ。

そのため集光システムは雲の量が少なく大気汚染の度合いが低い乾燥した地域が

最も適している。一例を挙げると、オーストラリアの諸都市に降り注いだ日光の

うち1年間に拡散する光線放射の割合はおよそ3分の1であり、つまり利用可能

な太陽光エネルギーの3分の1が太陽光集光システムの内部で無駄になっている。

なお熱帯の都市と砂漠地帯における光線拡散の割合は、1年間に降り注いだ太陽

光のそれぞれ半分および4分の1となる。

　利用可能な太陽放射の水準は、緯度、気象状況、および大気汚染の度合いに左

右される。また夏に回収したエネルギーを冬まで貯蔵するのは高くつくため、太

陽放射の季節変動も重要な要因である。一般的に言えば、低緯度地帯では太陽光

エネルギーの利用可能水準についても、またエネルギー需要（冷暖房など）につ

いても季節変動がはるかに少ない。

　世界の全人口のおよそ3分の2は緯度35度以内で暮らしており、そこでは太陽

光が比較的豊富に利用可能であり、また高緯度地帯に比べ太陽光エネルギーの供

給量とエネルギー需要のいずれにおいても季節的変動が穏やかである。緯度35

度の内側には、アフリカ、中南米、オーストラリア、オセアニア、東南アジア、
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インドおよび南アジア、そして中東の人口の大半が暮らしている。しかし高エネ

ルギー型経済を擁し、かつ影響力が大きい国々はそれより高緯度の地域に存在し

ており、ヨーロッパ諸国、韓国、ロシア、カナダ、アメリカの大部分、中国、そ

して日本がそれにあたる。そして太陽光エネルギーの利用可能性と適合性に関す

る認識も、これらの諸国が現在有している経済力と政治力によって歪められるこ

とが時にある。

太陽光および風力エネルギーの環境的・社会的側面

　極めてわずかな例外を除き、太陽光および風力エネルギーの収集にはごくあり

ふれた材料が使われている。太陽光発電システムを例にとると、ソーラーセルに

はシリコン、ソーラーモジュールのカバーガラスにはシリコン・酸素・ナトリウ

ム、プラスチックカプセルには酸素・炭素・水素、ソーラーモジュールの枠組み

にはアルミニウム、そして支柱には鉄が用いられており、そこにリン・ホウ素・

銅・銀などの物質が少量ずつ加わる。これらの元素は地表や大気中の至る所に存

在しており、枯渇する可能性は考えられない。一定量の太陽光エネルギーを得る

にあたり、採掘で動かさなければならない岩の量は、化石燃料および原子力エネ

ルギーの活用におけるそれに比べ数桁少なくすむ。それは主に、燃料を採掘ない

し抽出する必要がないためである。

　太陽光および風力エネルギーはほぼあらゆる場所で豊富に利用することができ

るため、化石燃料にまつわる状況とは対照的に、人々が太陽光や風力を巡って戦

争を起こすとは考えにくい。ゆえに太陽光および風力エネルギーの活用は、保安

リスクや軍事的リスクの最小化をもたらす。また何百万という太陽光および風力

エネルギーの収集装置が広範囲に分散していることは、戦乱やテロ行為の余地を

少なくする強固で弾力性のあるエネルギーシステムを可能にする。

　現在の太陽光発電システムを用いて世界の商用エネルギー需要を満たすには、

全陸地の1パーセント未満の面積があればよい。全世界で用いられるエネルギー

の大部分は屋根に設置された集光装置によって生み出すことが可能であり、そう

なれば土地を占有する必要も事実上なくなる。また不毛の地に太陽光発電装置を

置き、それに長距離高電圧直流送電（HVDC）システムを組み合わせれば、同じ
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く相当量の電力を賄える。また風力発電で1メガワット（MW）の電力を生み出

すには数平方メートルの土地（風力発電用地）さえあれば十分であり、その下で農

業を続けることも可能である。商業的に取り引きされるエネルギーの大半が太陽

光および風力から得られるという世界経済を実現するためには、生産性の高い農

地、森林、および生態系を占有する必要性が比較的低いことが必要不可欠である。

　太陽光および風力発電システムは稼働中に温室効果ガスを排出しないが、製造

段階で主に二酸化炭素から成る温室効果ガスが生み出される。しかし太陽光ない

し風力発電システムの建設で生じた二酸化炭素と同じ量を、それらによる発電を

通じて削減するのに必要な期間は半年から2年であり、発電システムの寿命は平

均20～30年である。また二酸化炭素の発生量と価格は（物資の消費や効率性を通

じて）直接結びついているため、二酸化炭素の「償還期間」は価格の下落に伴い

短くなる。さらに二酸化炭素の償還期間は、電力システムにおける低排出発電機

の割合が増えることでも短縮され、最終的には1年に満たないごく短期間になる

だろう。

　太陽光および風力発電システムの製造・運用による環境汚染と騒音も最小限に

とどまるため、社会的受容度も一般的には高いが、景観を損なうとして風力発電

に反対する人もいる。また化石燃料および原子力による発電システムに比べ、事

故の可能性とその影響も極めて小さい。

太陽光および風力エネルギーの未来

　再生可能エネルギー技術によって、向こう数十年以内に化石燃料の使用を低コ

ストで終了させることが可能であり、完全に持続可能なゼロ炭素エネルギー社会

を実現することができる。屋根に設置された太陽光発電システムによって家庭や

産業活動で用いる電力と温水を生み出し、熱エネルギーによって建物の冷暖房を

行なう。小売段階における太陽光発電のグリッドパリティ（訳注：太陽光など再

生可能エネルギーによる発電コストが、既存の電気料金と同等かより低くなること）

は世界の大半ですでに実現しているため、助成制度を導入せずとも、住宅向けな

らびに事業所向けの販売が急速に伸びている。

　大規模な太陽光および太陽熱発電所と風力ならびに水力発電を組み合わせるこ
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とで、全世界の産業向けエネルギー需要の大半を賄うことができる。太陽光エネ

ルギーを直接回収することに加え、風力、バイオマス、波力、そして水力といっ

た間接的活用も重要になるはずだ。

　また太陽光ないし風力による発電と、電気自動車および電気輸送機関への移行

が組み合わされば、世界の輸送用エネルギーの大半も賄えることになる。

太陽光発電

　世界のエネルギー生産を最終的に支配するのは太陽光発電である可能性が高い。

太陽光発電で用いられるエネルギーは風力のそれに比べはるかに大規模で、かつ

遍在的だからである。太陽光発電は部品を動作させることなく日光から直接電力

を生み出せるという、簡潔な技術である。全世界における太陽光発電の大半は、

結晶シリコン太陽電池（ソーラーセル）によって行なわれている（Reinders et al. 

2015）。日光はソーラーセルに吸収され、そのエネルギーの15～20パーセントが

電力へと変換される。また残り（75～85パーセント）の太陽光エネルギーは熱と

なる。なおこのプロセスは光起電力効果（photovoltaics, PV）と呼ばれる。

　シリコン製のソーラーセル内部では、日光によってシリコン原子から電子が分

離される。またセルの表面近くにはpn接合と呼ばれる「一方向の薄い膜」があ

る。このpn接合を通過した電子は容易に戻れないため、日光が当たっている側

の表面で負の電圧（裏側では正の電圧）が生じる。またpn接合の両面は、ソーラ

ーセルから電流、電圧および電力を取り出すためのバッテリーないし抵抗で構成

される外部の回路によって接続されている（図11-3参照）。

　世界における太陽光発電の90パーセント以上は単結晶ないし多結晶シリコン

型の太陽電池によって行なわれており、将来的にもしばらくはこの傾向が続くだ

ろう。シリコンを用いる主な利点としては、豊富に存在すること（地殻に含まれ

る元素の第2位）、低廉な費用、毒性がないこと、効率の高さ、動作の安定性、簡

素であること（太陽電池セルは単元素半導体である）、物理的強度、素材および技

術に関する豊富な先進的知識、そして現在すでに広く普及していることが挙げら

れる。そのうち最後の点について言えば、それを可能ならしめているのは、大規



324　　第4部　ポスト原子力の未来

模かつ効率的な供給網、大量生産施設に対する巨額の投資、シリコン型太陽電池

の技術および市場に関する深い理解、そして幾千もの質の高い専門家たち―科

学者、設計者、および技術者―の存在である。

　太陽電池を製造するにあたっては、まずシリコンを摂氏1,400度で融解させて

型に入れ、鋳塊を作る。そして刃を用いて直径156mmの薄い（厚さ0.15～

0.2mm）ウェーハーを鋳塊から多数切り出し、溶剤で刃の切り傷を取り除く。次

にごく少量のリンを太陽側の表面に散布し厚さ0.001mmほどの薄い膜を生成す

ることで、pn接合を作り出す。それから薄い金属板を裏側に、金属の格子を太

陽側に接着し、電気の取り出しを可能にする。

　次に60～80枚の太陽電池を電気作用で接続してプラスチックの薄い層で挟み

込み、その上を強固な厚さ3mmのガラス板で覆うことで、出力約300Wの太陽

電池モジュールが作られる。そこに電気端子を内蔵した接続箱が取り付けられる。

そして最後に、小さいもので数十、大規模なもので数百万のモジュールを設置し

相互接続することで、太陽光発電システムが構成される。

　太陽光発電システムの中には、赤道を向くよう傾斜がつけられた固定式の架台

に設置されるものがあり、その傾きは設置場所の緯度に等しい。これによって年

間の発電能力を最大化するのである。一方、大規模なシステムは太陽追尾装置の

上に設置されることが一般的である。太陽電池モジュールによって生み出された

裏電極

表電極
太陽

pn接合

p型シリコン

n型シリコン

外部回路

電流

図11-3　典型的な太陽電池の概念図
出典：著者作成。
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電気は電力調整装置に供給される。この装置は電圧を最適化し、太陽電池が生み

出した直流電気を配電網で用いられている交流に変換、その地域の配電網で使わ

れている電圧にするとともに、配電網との接続を管理する。

　太陽光発電システムには可動部品がないため、信頼度が他のどのシステムより

も高く、維持にかかる費用も安い。製造元によるモジュールの保証期間は通常

25年だが、乾燥地帯では50年以上にわたって運用可能な場合もある。また故障

のメカニズムを解明し、それを防ぐため、試験用モジュールによる加速破損実験

が行なわれる。なお太陽電池モジュールの劣化・破損要因としては、人間の故意

的・偶発的行為、あるいは激しい雹を伴う嵐による物理的破損、化学変化による

透明樹脂の黄変、および湿気の侵入による金属部品の腐食が挙げられる。

太陽光発電技術

　結晶型シリコン太陽電池は現在、全世界における太陽光発電市場の90パーセ

ント以上を占めている。現在販売されている結晶型シリコン太陽電池の大半は金

属接点のスクリーン印刷を技術的基盤としており、それによって14～20パーセ

ントの変換効率を達成している。一方、薄膜シリコンを多接合した太陽電池の変

換効率は22～24パーセントに上るものの高額であり、主にスペースが狭い場所

で用いられる。なお実験段階にあるセルの変換効率は25～26パーセントであり、

理論上の最大値は29パーセントである。また最近では裏面パッシベーション

（PERC）型太陽電池（Blakers et al. 1989）の効率性が改善されたことから、2020

年には世界市場の大半を占めるものと予測されている（Reinders et al. 2015）。

　現在主力となっている非シリコン系太陽電池はテルル化カドミウムを用いたも

のであり、ファーストソーラー社が実用化に成功したことから市場シェアのおよ

そ4パーセントを占めている。またCIGSという化合物（銅、インジウム、ガリウ

ム、セレニウムから成る）やアモルファスシリコンを用いた太陽電池もあり、そ

れぞれ市場シェアの1ないし2パーセントを占めている。またペロブスカイトな

ど、その他の物質を用いた太陽電池も数多く開発されているが、量産化されたも

のは今のところ存在しない。しかしペロブスカイト太陽電池は実験室用の小型モ

デルで最大20パーセントという変換効率を達成しており、また結晶シリコンと
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の組み合わせでタンデム型太陽電池を生産できる可能性があることから、大いに

注目を集めている。

　太陽光発電において将来重要になるとされているのが集光型太陽光発電

（CPV）である。太陽を追尾するには集光装置を必要とするが、鏡あるいはフレ

ネルレンズを用いて太陽光を100～1,000倍に集光した上で、少数の高効率型太

陽電池（費用も高額である）に当てるというものである。また通常は加熱を防ぐ

ために太陽電池を冷却する必要がある。最高性能の集光型太陽光発電装置は50

パーセント近い変換効率を誇り、周期表の第3列および第5列にある元素から作

り出されたそれぞれ異なる半導体を3層以上重ねることで製造される。このよう

な太陽電池は一般的なシリコン型のものに比べ1平方センチあたりの費用が極め

て高額になるが、集光することで装置1平方メートルあたりの実質コストは大き

く削減される―つまり、太陽電池の大半が、より安価な鏡ないしレンズに置き

換えられることになるのである。CPVは将来的に大きな可能性を秘めているが、

現在の市場シェアは小さく、また集光できるのは直射日光だけであることから日

照量が豊富で大気汚染の度合いも低い場所でしか運用できない。なおCPVは集

光型太陽熱発電システムと技術的にかなり類似しているため、装置の大半（太陽

追尾機器、制御機器、レンズ、鏡など）は共用可能である。

太陽光発電市場

　エネルギーの1単位あたり費用が大規模システム（メガワット単位）と小規模

システム（キロワット単位）でほぼ同じという点で、太陽光発電は特異な技術で

ある。つまり大規模システムでは資本費用が低いものの資金調達費用が高く、小

規模システムではそれが逆になる。一方、他の大半のエネルギー源では規模の経

済が強力に作用する。太陽光発電の大きな利点はそこにある。つまり、一つの基

本的商品―シリコン型太陽電池―について、ワット級からギガワット級まで

どの発電規模に対しても、それぞれ市場が成り立つためである。

　最初の数十年間、太陽光発電は家庭用電化製品、遠隔地の電気供給、そして人

工衛星といったニッチな市場で幅広く使われてきた。世界各所の遠隔地には、太

陽光、風力、ディーゼル機関、そしてバッテリーなど様々な手段で電気が供給さ
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れている。そのうちディーゼル機関とバッテリーへの依存度を減らすべく、最近

では能動負荷制御技術が取り入れられている。太陽光発電市場は近年拡大を続け

ており（図11-4参照）、費用も急速に安くなっている。太陽光発電装置はいまや

都市部の数千万という家屋の屋根に設置されており、大規模な発電所も存在する。

大量生産によってコストが急速に下落しているのである。

　世界の大半において、太陽光発電による電力は今や、配電網を通じて供給され

る家庭用および事業用電力よりも安価になっており、卸電力ともコスト競争状態

に近づきつつある（IRENA 2015; Breyer and Gerlach 2013）。世界中で太陽光発電が

急速に普及しているのもこのためである。卸電力供給における化石燃料との直接

競争でも、カーボンプライシング（訳注：炭素の排出量に価格をつけること）、あ

るいは化石燃料に対する支援の撤廃ないし平等化によって有利になっている。ま

た太陽光システムの費用が今後数十年にわたって下落し続けることも間違いない

と思われる。

　発展途上国のほとんどは低緯度地帯にあり、日照量が豊富で、しかもエネルギ

ー需要と日照量の季節変動が少ないことから、太陽光エネルギーによって大きな

利益がもたらされる。照明、コンピュータ、通信、冷蔵、脱穀、あるいは水の汲

み上げといった電気の利用を可能ならしめる太陽光発電は、たとえ小規模なもの
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図11-4　太陽光発電設備の出荷量
出典：著者作成。
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であっても生活水準を大きく改善し得るのである。

　発展途上国では一般的に広範囲かつ安定性の高い配電網が存在しない。そのた

め数千ないし数百万の小規模な太陽光および風力発電システムが自然発生的に拡

大し、その国の配電網を徐々に形成する可能性もある。つまりそうした国々では、

先進国型の中央集中的な配電網が敬遠されるかもしれない。低・中所得国では固

定回線でなくモバイル通信網への依存度が高いのと同じである。

風力発電

　現在のメガワット級風力発電設備は、立地に恵まれた場合、最も安価な発電技

術である。今後数十年間、数ある発電方法のうち、多くの国々で風力と太陽光の

展開率が最も大きくなるものと予想される。相互補完的という点で、風力と太陽

光はしばしば理想的な組み合わせとなる。つまり太陽が出ていない時は風が強く、

その逆も当てはまるからである。現代的な風力発電設備は、タワー、発電機と制

御装置を収めたタワー頂部の回転式ナセル、そして風を受ける3枚のブレード

（羽根）で構成される。数百の風力発電機が間隔を取って配置され、集合型風力

発電所を形成する。風車は農地に設置されることが多く、タワー周辺では農業が

引き続き行なわれる。また各風車はローター部の直径の5～10倍を隔てて設置さ

れる。なお、将来的には浅瀬への風力発電所の建設が広く普及するものと思われ

る。利用可能な場所が増えるとともに、風速は一般的に海上のほうが大きいから

である。しかし乗り越えるべき技術的・経済的課題はなお残っている。

　商用風力発電機の定格出力は1～8メガワットであり、現在実用化されている

最大のタービンは海上用に設計されたヴェスタス社製のV164で、定格出力は8

メガワット（Wikipedia 2015）、翼端部の高さは最大220メートル、ローターの直

径は164メートルに上るが、それよりもさらに大きなタービンが現在開発中であ

る。タービン規模が巨大化するほど、その製造に要する費用は急速に増大するが、

ローター部の高さに比例して発電能力も大きく向上する。

　風力発電機によって得られる電力は、タワー頂部の平均風速とほぼ比例する。

これは風の強い場所を見つけ、高いタワーを建設する強力な誘因となる。現在で
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は場所および標高を変数として風速を正確に計測することができ、これと最新の

予測モデルを組み合わせることで、発電所における各発電機の正確な設置位置を

決めることが可能になる。

　風力発電機の年間発電量と、その発電機が1年を通じて最大出力で稼働した時

の発電量との比率を設備利用率と言うが、平均風力と設備利用率との間には相関

関係がある。またより大型の発電設備が利用可能になり、さらに多くの洋上風力

発電所が建設されれば、高所ならびに海上で吹く安定した強風を捉えることがで

き、設備利用率もさらに上昇する。一方、風力発電のコストは設備利用率に反比

例する。陸上では老朽化した小型発電機からより大きな新型モデルへの置き換え

が徐々に進んでおり、そのことも設備利用率を押し上げている。

　設備の大型化と利用率の上昇は風力発電のコスト低減をもたらすため、費用曲

線が近い将来底打ちすることはありそうにない。さらに、世界中の多くの地域で、

風力発電による電力は今や化石燃料および原子力による電力と完全な競争状態に

あり（IRENA 2015）、風力発電が世界各地で急速に普及しているのもそのためで

ある（図11-5参照）。

図11-5　風力発電設備の出荷量
出典：Global Wind Energy Council（2015）。
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その他の太陽光エネルギー技術

水　力

　水力発電は高度に発達した技術であり、全世界の発電量のおよそ16パーセン

トを占めるのみならず、風力および太陽光発電と合わせ、再生可能エネルギーに

よる電力のほぼ全てを生み出している。通常、水力発電にはダムの建設が伴い、

ダム湖を形成する。それから導水管ないしトンネルの建設を行ない、発電タービ

ンと送電線を設置するのである。また水力発電システムの中には、小規模な堰お

よび水路しか必要としない「流れ込み式」というものもある。先進国の大半は水

力発電に適した場所をほぼ使い切ったが、発展途上国には多くの機会が残されて

いる。しかし渓谷や農地、さらには都市部にまで洪水の及ぶ危険性があることか

ら、水力発電計画が環境的・社会的な反対運動に直面することもある。

太陽熱

　自然の太陽熱と太陽光を活用でき、かつ断熱にも優れている建物は、暖房に必

要なエネルギーを最小限にできる。世界各地において、太陽熱温水は電気および

ガスと直接的な競争関係にある。また太陽熱発電は太陽追尾式の反射鏡を使い、

日光を集熱器に集めることで行なわれる。その結果生じた熱で蒸気を生み出し、

タービンを回すことで電力が生み出される。また集光型太陽熱発電はCPVシス

テムにも応用可能である。現在普及している集光型太陽熱発電システムはパイプ

に光を集める方式（トラフ式、曲面型の反射鏡ないし屈折レンズを用いる）および

一点に光を集める方式（タワー式およびヘリオスタット式）に分類される。

　集光した太陽光は熱化合物の生成や蓄熱にも活用し得る。太陽光による蓄熱は

溶解塩に高温の熱を蓄えることで行なわれ、24時間の発電を可能にする。また

集められた太陽光エネルギーは直接的方法（反射鏡を用いる方法）と間接的方法

（太陽光エネルギーで生み出された化学合成物を用いる方法）のいずれかを通じ、化

石燃料および核燃料と同じ温度の熱を生み出すことができる。
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　集熱器は直射日光だけを用いるため、経済的な運用を可能にするには、拡散の

度合いが低い乾燥地帯に設置しなければならない。太陽熱で生み出された電力は

太陽光発電と同じ市場に分類されるものの、価格競争力を得るには規模の大きさ

が必要である。ゆえに太陽光発電と比べ参入障壁が高く、金融面の危険因子も大

きい。規模の大小にかかわらず発電コストがほぼ同じためである。さらに、太陽

光発電に適した都市部の市場は、太陽熱発電にはふさわしくない。現在のところ、

太陽光発電システムは太陽熱発電システムの100倍の速度で普及が進んでいる。

蓄熱装置を伴った太陽熱発電システムが、負荷管理機能や蓄電機能（バッテリー

および揚水式発電〔PHES〕）を備えた太陽光発電システムと競争できるかどうか

は現在のところ不明である。

バイオエネルギーと海洋エネルギー

　日光によってバイオマスが増加および蓄積されたとき、バイオエネルギーが得

られる。日光を化学エネルギー（つまりバイオマス）に変換することは、太陽電

池および集熱器による太陽エネルギーの獲得に比べはるかに非効率的である。太

陽光および太陽熱発電における変換効率が15～50パーセントである一方、バイ

オエネルギーの変換効率はほとんどの場合1パーセントに満たない。さらに、バ

イオマスの増加には広大な土地、豊富な水、そして肥料と殺虫剤を必要とし、食

料や木材の生産を妨げかねない。

　廃棄物系バイオマスの焼却は、多くの国々で商業用エネルギー生産に大きく貢

献している。しかしエネルギーの生産効率が低いというバイオマス固有の問題は、

これが先進国の商用エネルギー生産においてはごく一部に過ぎないということを

意味している。一方、発展途上国では暖房や調理など幅広い分野でバイオエネル

ギーが使われているものの、多くの国では所得の増加に伴い、徐々に電気やガス

に置き換えられている。またこの点について言えば、普及において太陽光発電シ

ステムが誇る柔軟性の高さも大きな影響を与えるはずだ。

　海洋エネルギーは波、潮流、深海における温度差、そして塩分の濃度差から得

られるエネルギーを指す。潮位が高く海底の状況もそれにふさわしい一部の国家

では、技術の発展に伴い波エネルギーが重要となり得る。しかし世界規模で見れ
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ば小規模なエネルギー源にとどまるものと思われる。

再生可能エネルギーの大規模な普及

大規模なエネルギー貯蔵

　風力と太陽光は電力市場におけるシェアをこれからも伸ばし続けるものと思わ

れるが、そこから発電量の変動にどう対応するかという問題が生じる。これまで

の状況を見ると、配電網の広い普及が必ずしも電力供給の不安定性をもたらすと

は限らず、結果として配電網が普及するまで相当規模の蓄電設備を持つ必要性も

高くない（Fraunhofer Institute for Solar Energy Systems 2015）。一例を挙げると、南

オーストラリア州における年間発電量の半分近くは風力および太陽光によるもの

であり、揚水発電所などの電力貯蔵施設も大規模なものは存在せず、他の地域の

電力系統との接続も小規模である。

　電力貯蔵の観点から見て重要なのは、風力および太陽光発電の普及を進めるに

はわずか数時間分の蓄電で十分という事実である。いずれの発電方法も需給とも

に絶えず変動しているが、両者は常に均衡を保っていなければならない。この条

件は応答時間の短い一般的な水力発電所や低デューティー比のガス燃料発電所を

通じて満たすのが普通である。

　短時間の蓄電能力（4～24時間分）さえあれば、一昼夜のサイクルをカバーで

きるのみならず、真夏の午後や真冬の朝夕といった需要がピークを迎える時期、

無風状態や曇天など発電能力が低くなる期間、そして発電所や送電網に不具合が

発生した時にも対応でき、また供給不足が長引いた場合でも、低デューティー比

のバイオマス発電所、石炭燃料発電所、およびガス燃料発電所が稼働するまでの

電力供給を賄うことができる。それに加え、短時間の蓄電能力は、限られた送電

網の稼働率を改善させる。風が強い、あるいは日照量の多い地域にある風力発電

所や太陽光発電所を全国的な電力系統と接続する送電網がその例にあたる。また

蓄電施設の所有者は裁定取引（電力価格が低いときに電気を買い、価格が上昇した

ときに売電する）が可能である。
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　揚水式発電（PHES）は全世界における総蓄電容量（155GW、IRENA 2016: 17

参照）の99パーセントを占めているが、バッテリーなど他の方法に比べて安価

なことが理由である。そのため今後とも卸蓄電市場で支配的地位を保つものと思

われる。揚水式発電は慣性エネルギーをこれ以上ないほど見事に活用しており、

短時間のエネルギー蓄積と即座の起動および自力の起動が可能である。揚水式発

電では、電力の過剰が発生した時に水を上部貯水池へ汲み上げておき、後にその

水をタービン経由で下部貯水池へ放出することでエネルギーを取り出す。応答時

間（停止状態から完全稼働に至るまでの時間）は1分未満である。また寿命は50年

以上で、運転費用も安い。設計が優れていれば循環エネルギーの蓄積効率は80

パーセントに上る。つまりポンプ、パイプ、およびタービンで20パーセントの

エネルギー損失が発生するに過ぎないのである。揚水発電所に貯蔵可能なエネル

ギーの容量は、上下貯水池の標高差（通常100～1,000メートル）、そして上部貯水

池の水量と比例する。

　現存する揚水発電所の大半は、河川に設置された水力発電システムと接続され

ている。それとは対照的に、独立した揚水発電所では、同じ水が上下貯水池の間

を永遠に循環し続けることになり、河川が存在する必要はない（「純揚水発電」）。

しかし多くの国々では新規にダムを建設するのが難しく、その要因として、未開

発かつ経済的なダム建設用地の不足、発電施設の新規建設による環境への影響、

そして送電線を新規に建設する必要性が挙げられ、その建設場所も遠隔地の山中

にある国立公園内であることが多い。しかし最も安価な大規模蓄電施設として純

揚水式の発電所を建設することには大きな意味があり、それを容易にする条件と

して、大きな標高差（400～1,000メートル）、氾濫を防ぐ必要がないこと、水路が

急勾配で短いこと、貯水池が狭いこと（1～20ヘクタール）、そして変電所、送電

線、および風力発電所や太陽光発電所と近接することが挙げられる―そうした

場所は世界に数多く存在している。

　純揚水発電所は河川の自然流量を併用する混合揚水発電所と比べはるかに広い

地域を利用でき、それによって変電所や送電施設に近い最適な用地を多数見つけ

ることができる。また重要なこととして、上部貯水池は川の流域でなく丘陵地帯

の頂部にあるため、3～5倍の標高差を確保できる。エネルギー貯蔵容量と発電
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容量はいずれも標高差と比例し、費用はそれと反比例するので、このことは大き

な利点となる。

　純揚水発電所の用地はヘクタール規模の比較的小さな複数の貯水池から成り、

中央部の掘削で発生した土により、貯水池を囲む壁が築かれる。正味発電量はな

い。上下貯水池は変電所および送電網に近接した山地にあり、ポンプとタービン

を備えた水管ないしトンネルによって繋がれる。上下貯水池の面積が各15ヘク

タール、平均水深が各20メートル、標高差が750メートルの場合、純揚水発電

システムで1ギガワットの電力を5時間にわたって供給できる。それとは対照的

に、一般的な水力発電システムでは貯水池の流域面積が数千ヘクタールに上り、

高額の氾濫防止システムを要する一方、標高差ははるかに小さい。なお純揚水式

発電所の場合、1メガワットの電力を4時間にわたって供給する際に指標となる

費用は80万ドルである。

　洞窟内の圧縮空気、新型バッテリー、あるいは太陽熱の溶解塩での貯蔵など、

その他の大規模蓄電技術も2025年までに実用化される見通しである。これら新

技術の費用が急速に下落すれば、揚水式発電との競合が可能になるだろう。また

太陽熱の貯蔵は、太陽熱発電を大規模に行なうにあたって必要不可欠な要素であ

る。しかしこれら蓄電技術はいずれも揚水式発電と比べて普及の規模が小さく、

将来の費用や技術的な実現可能性についても確実ではない。

長距離送電

　先進工業国の送電網は比較的少数の大規模な化石燃料発電所、原子力発電所、そ

して水力発電所を軸に構成されている。こうした場合の負荷調整は、需要が低い時

間帯の電力料金を引き下げることで行なわれている。また相互接続の規模が大きく

なるほど電力供給の安定性も高まり、負荷の種類およびタイミングが増えることで

電力需要の変動がより円滑になり、また揚水式発電など様々な電源を組み入れるこ

とができる。加えて、広範囲にわたる各地の発電所が高圧送電網で接続されること

で、十分な量の日光および風力が同時に得られない可能性も減少する。現在では大

陸規模の送電網も実現しており、ますます強化されている。長距離送電は市場での

競争力を高めると同時に、大陸両端の時差を埋める「タイムシフト」を可能にする。
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　さらに現在、様々な再生可能エネルギー電源が普及しつつある。太陽光は都市

部を含む分散型発電を可能にしたが、再生可能エネルギーによる発電は都市から

遠く離れた場所で行なわれることが多い。洋上風力発電や砂漠地帯での太陽光発

電がその例である。その際必要な長距離送電には長距離高電圧直流送電

（HVDC）システムを用いることが一般的である。送電容量は電圧の2乗に比例

するため、数百キロボルトから数メガボルト（数百万ボルト）の電圧で送電され

る。しかし高圧の交流電気を遠くまで送電するのは技術的に難しい。また

HVDCには送電塔の設置に関わる地役権（訳注：他人の土地を、通行など自分の

土地の便益に供し得る物権）の取得を減らすという利点の他に、送電線の下で暮

らしたり働いたりする人々に流れ込む誘導電流を減らす効果もある（Andersen 

2006; Hammons 2008; Hammons et al. 2011; Kutuzova 2011）。

　HVDC技術が最初に導入されたのは1954年、スウェーデン本土とゴトランド

を結ぶ送電線においてである。この送電線は20メガワットの電力を100キロボ

ルトという電圧で送電することができ、水中ケーブルの長さは98キロメートル

に及んだ（Peake 2010）。この送電線の設置以降、送電距離、電圧、そして送電電

力はいずれも大幅に上昇した。現在最長のHVDC送電線は中国の向家壩ダムと

上海を結ぶものであり、最大6.4ギガワットの電力を±800キロボルトの電圧で

送電し、総延長は2,071キロメートルに上る（Hammons et al. 2011）。

　HVDCの建設には多くの権利取得が必要になる。容量5ギガワットの送電線を

設置する場合、地上では幅60メートルの敷地を確保しなければならない

（Kutuzova 2011）。また通行権の取得もHVDC送電の障害となる。地下にケーブ

ルを走らせるのであれば必要な敷地の幅も大幅に狭くて済むが、建設費用が高額

になり、また大量の電気を送ることが難しくなる。

　シーメンス社によると、電圧800キロボルト、容量5ギガワットの高電圧直流

送電における送電損失は、1,000キロメートルあたり3パーセントになるという

（Siemens 2012）。加えて送電線の両端で数パーセントの変換損失が発生する。大

規模なHDVC送電線の費用は、今後数十年間でさらに導入が進むことで大幅に

低減するものと予想されている。その場合、1メガワット・1キロメートルあたりの

建設費用は300ドル未満になると見込まれている（Blakers, Luther, and Nadolny 2012）。
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都市部における太陽光発電システム

　現在、世界中の数千万という建物の屋根に太陽光発電システムが設置されてい

る。これらシステムの出力は、一般家屋の場合で0.1～10キロワット、商業ビル

の場合数十キロワットから数千キロワットに及ぶ。また設置に必要な屋根の面積

は、1キロワットあたり7～10平方メートルである。人口密度が低い地域の家屋

の屋根は一般的に広く、その家屋で1年間に用いる電力を賄うのに十分である。

また低層ビルや軽工業の建物の屋上でも、送電網に送ることができるほどの余剰

電力を生み出すことができる。しかし都市部の人口過密地域では太陽光発電の普

及にあたり、その建物の電力需要を賄うのに必要な遮る物のない屋根の面積が不

足しがちである。

　屋根設置型の太陽光発電システムの料金は一般的に、卸電力の2～4倍に上る

小売り電力に対抗可能である。中・低緯度地帯（35度未満）の屋根に設置された

太陽光発電システムによる電力の均等化原価は、多くの都市における小売り電力

料金を大きく下回っている（Breyer and Gerlach 2013）。これは屋根設置型太陽光

発電システムの急成長を支える原動力となっており、たとえばオーストラリアで

は2015年現在、およそ6軒のうち1軒の割合で家屋の屋根に太陽光発電システム

が設置されている。

　数百万という家屋の屋根に太陽光発電システムが設置されたことで、配電網に

おける需要サイドに大きな変化が起きつつある。蓄熱・蓄電技術の大規模な普及

は都市部における太陽光発電の浸透をもたらし、電力産業の経済的側面に一大変

革をもたらすであろう。太陽光発電による電力供給と電力需要との間にはしばし

ばずれが生ずるため、蓄電システムは必要不可欠である。効率的な発電制御と管

理を組み合わせることで、蓄電・蓄熱システムは建物の所有者だけでなく配電事

業者にも利益をもたらすと言えよう。

　屋根設置型太陽光発電の自家消費を増やすにはバッテリー式蓄電が有効であり、

また反応性が良く随時使用可能であるという利点を活かすことで、配電網と発電

システムを効率的に運用することができる。しかしバッテリーの価格は（下落し

ているものの）依然として高額であり、太陽光発電による電力供給とその家屋の
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電力需要を一致させるためにバッテリーを用いることは、他の蓄電方法に比べて

高くつく。

　保温性の高いタンクに温水を入れる形の蓄熱技術は広く普及している。しかし

太陽光、ガス、および電気による従来の温水システムは、屋根設置型太陽光発電

システムによる発電費用が急速に下落していることから、営利面での圧力を受け

ている。また太陽光発電と高効率の蒸気圧縮ヒートポンプを併用することで、コ

スト面で有利な温水供給オプションとなり得る。ヒートポンプは電気によって高

温の熱をある場所（建物の外）から別の場所へ移すものであり、1単位の電力に

よって数単位の熱エネルギーを輸送することができる。またヒートポンプ式の温

水蓄熱システムは他のエネルギー貯蔵技術と同様、屋根設置型太陽電池の発電状

況や家庭内の電力負荷に応じた制御が容易である。

　蓄熱システムによる建物の冷暖房は低コストのエネルギーが利用可能な時に建

物の温度を上下することで行なわれるが、それは熱を貯蔵する熱容量、および熱

損失を減らす保温の良し悪しに左右される。その点において、可逆サイクル式の

エアコンディショナー（これも一種のヒートポンプである）はますます費用効率

が高まっており、屋根設置型太陽光発電システムによって運転することができる。

またセラミックのレンガに高温の熱を蓄えておき、ファンを随時回すことで熱を

循環させるヒートバンクというシステムもある。これと太陽光発電を組み合わせ

れば、日中に熱を貯蔵し、夜に使うことができる。さらに、日中に太陽光発電で

ヒートポンプを動かし、冷水や氷を作り出すことで、冷気の貯蔵も可能になる。

そして、建物の冷暖房を媒介とした熱エネルギーの貯蔵を温水蓄熱やバッテリー

と合わせれば、太陽光発電の利用を最適化できるだけでなく、家庭の電力需要を

管理することもできる。

　建物におけるガスの使用を減らし、その代わりに太陽光発電とヒートポンプで

熱エネルギーを賄うことは、都市部で急速に普及しつつある。一般家庭で温水や

暖房にガスを使うことは、太陽光発電に比べ費用が高く効率も悪い。加えて、ガス

式の温水器や暖房器も比較的高額である。またガスの使途として目立たないなが

らも極めて一般的であるコンロは、IHクッキングヒーターへの転換が進むだろう。

　都市部において産業活動で用いる中程度の熱（摂氏100度以上）を生み出すに
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あたっては、一般的にガスが用いられる。つまり従来型の熱サイフォンや真空式

の集光器でこのような温度の熱を生み出すのは不可能である。しかしヒートポン

プと電気抵抗を太陽光発電によって動作させれば100～150度の熱を生み出すこ

とができるため、この組み合わせは今後普及することが予想される。

輸送機関と太陽光燃料

　輸送機関で用いられる化石燃料は、先進国における温室効果ガス排出のおよそ

20パーセントを占めている。そのほとんどは自動車、バス、および商業用輸送

車によるものだが、電気自動車への移行と公共交通機関の電化を進め、かつ電力

の大半が再生可能エネルギーによって賄われるようになれば、排出量を削減する

ことができる。電気自動車の販売数は近年急速に伸びているが、それは価格の下

落と自動車システムおよびバッテリーの改善によるところが大きい。1年あたり

8,000キロメートルを走らせるには出力1kWの太陽光パネル1枚があれば十分で

あり、その占める面積はおよそ7平方メートルに過ぎず、車の屋根など日の当た

る場所に設置するのが望ましい。太陽光パネルの価格は設置費込みで1,500～

2,000ドルであり、寿命は通常25年―自動車の平均寿命の2倍―である。よ

って購入費用に数千ドルを追加すれば電気自動車の電力を廃車まで賄うことがで

き、燃料費も1キロメートルあたりおよそ1セントに過ぎない。

　陸上輸送機関（自動車および鉄道）の動力源を再生可能エネルギーによる電気に

置き換えることは十分実現可能であり、化石燃料の消費を大幅に削減することと

なる。しかし船舶、航空機、そして大型作業車といった輸送機関は、その大きさと

重量、そして動かすのに必要なバッテリーの価格といった要因のため、電気によ

る運航・運転は不可能である。また（再生可能エネルギーによる）電力の活用が難

しい工程も一部存在する。さらに、化石燃料に対抗し得るほど費用対効果の高い

再生可能エネルギーによる燃料合成技術も、その過程で多くのエネルギーが失わ

れてしまうことと相まって、広く普及するまで時間を要するものと見られている。

　太陽光エネルギーによる化学反応を用いた燃料合成技術は、輸送機関や産業活

動で用いられる化石燃料を太陽光など再生可能エネルギーで置き換えることを可

能にする。資源の存在量、毒性、そして貯蔵性などを考慮すると、化学燃料に適
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した物質は限定される。その有力な候補としては、炭素化合物（メタン〔CH4〕、

軽油〔C12H23〕、ケロシン〔C12H26〕）、水素（H2）、およびアンモニア（NH3）が挙

げられる。なお既存のエンジン、すなわち炭素燃料（炭化水素）の使用を前提と

したエンジンを今後も用いるため、合成燃料の大半は既存の燃料を「一次的」に

置き換えるものとなるだろう。

　炭化水素の合成には、低排出技術によるエネルギー源が必要となる。また再生

可能な炭素の供給源もなくてはならず、その候補としては大気ないし海水より二

酸化炭素を直接回収する方法と、バイオマスによる方法が挙げられる。後者の場

合、バイオマスを二酸化炭素を得るためだけに用い、エネルギー源とはしないな

らば、必要量を減らすことができる。バイオマスは太陽光の回収手段としては効

率が非常に低く（変換効率は1パーセント未満）、しかも大量の土地、水、殺虫剤、

そして肥料を必要とするので、この点は重要である。

　太陽光エネルギーを用いた燃料の化学合成は、熱もしくは電力によって行なう

ことが可能である。しかし熱を遠いところへ運ぶことはできない―生み出され

た熱は、その地域で使わなければならないのである。加えて、工業地帯に集光器

を設置するのは高価である。そのため、高温の太陽熱を産業の分野で直接（地域

で）活用するには、日光の直接放射が強く、かつ地価の低い場所が求められる。

しかし世界中のほぼ全ての工業地帯はそれらに当てはまらず、そうした傾向が顕

著な地域として中国およびインドの大半（大気汚染が深刻である）、東南アジアの

大半（熱帯特有の曇天が多い）、ヨーロッパおよび北アメリカの大半（雲量が多く、

日照量の季節差も大きい）が挙げられる。さらに、放射拡散によって全世界に降

り注ぐ日照量の50パーセント以上が失われているという事実は、集光器の経済

性を大きく押し下げている。

　一方、電気による燃料合成は、風力や太陽光といった再生可能エネルギー電力

の急速な価格下落から恩恵を受けている。太陽光および風力エネルギーの回収は、

風が強い、あるいは日照量が多い遠く離れた土地で行なうことができ、あとは工

業地帯に送電すればよい。ゆえに重工業では、集光器による蓄熱よりも再生可能

エネルギー電力のほうがはるかに有利である。燃料合成、あるいはアンモニア生

産などその他の産業化学技術における主要な条件として、水素を得られるか否か
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が挙げられる。現在、産業活動で用いられる水素の大半は天然ガス（CH4）から

得られたものである。一方、再生可能な燃料合成では水の電気分解によって水素

を得る。再生可能な炭素燃料合成を空気中からの二酸化炭素回収によって行なう

ならば、その最も大きな条件は水の分解という電気的な処理であり、それによっ

て水素を得ることなのである。

100パーセント再生可能なエネルギー

　オーストラリア国立大学が行なった最新の研究結果（Blakers, Lu, and Stocks 

2016）によると、オーストラリアでは完全に再生可能な発電を低コストで実現で

き、似た条件を備える他の国や地域でもそれは同じだという。この研究では将来

の技術革新についてなんら大胆な仮説を立てておらず、すでに広く普及している

技術（現時点で150ギガワット以上の規模を持つもの）、つまり太陽光、風力、長

距離高圧直流送電、そして揚水式発電だけを考慮に入れたものである。

　このモデルにおいては年間発電量の90パーセントが風力および太陽光による

ものである一方、既存の水力発電とバイオマス発電が残りの10パーセントを占

めている。太陽光と風力はいずれもコストが低いため、新世代の低排出技術の中

で圧倒的に優位な立場にあり、世界中で毎年新たに増強される発電能力の半分を

占めるのみならず、オーストラリアにおいては新世代発電設備の全てが太陽光か

風力のいずれかによるものである。またこのモデルでは2006年から2010年まで

の1時間ごとの風力、日照量、そして電力需要のデータを用いており、十分な容

量の揚水式発電と長距離高圧直流送電、および風力と太陽光による余剰発電能力

を加えることによって、エネルギー需給のバランスを保っている。

　またこのモデルにおける主要な結果として、再生可能エネルギー発電が100パ

ーセント普及した場合、エネルギーのバランスをとるのに必要な1時間あたりの

費用は比較的低く、1メガワット時（MWh）あたり15ドルに収まることが挙げ

られる。これは揚水式発電と長距離高圧直流送電にかかる費用、また風力と太陽

光による電力供給が需要を超過し、かつ蓄電容量も満杯時の漏洩率も含んだもの

である。オーストラリアで再生可能電力が100パーセントに達した場合の総費用

は1MWhあたり50ドルと見込まれており（ただし2020年以降）、そこには今触れ
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た需給バランスにかかる費用だけでなく、風力および太陽光発電の費用も含まれ

ている。また需給バランス費用の大半は、数年に1度発生する数日間にわたる曇

天ならびに無風状態が原因で生じるものである。さらに、契約に基づく電力負荷

制限、揚水式発電用の貯水池を満たすために時折併用するガス・石炭発電、そし

て電気自動車の充電時間を管理することによって、電力料金の大幅な引き下げも

可能になると思われる。

　大量輸送機関への移行と、電気自動車および電気式ヒートポンプに対する低温

の熱の供給はそれぞれ電力需要を押し上げる方向に働くが、温室効果ガスの排出

を低いコストで大幅に削減することができる。また長期的観点から考えると、先

進国のエネルギー構造が完全に電化されたとすれば、大半の電気機器がより効率

化されたとしても電力需要はおよそ3倍に跳ね上がる（電力供給に必要なエネル

ギーをジュールで計算した場合）。それを賄うのに太陽光および風力だけで十分過

ぎるほどであり、その総費用も化石燃料が支配的地位を占めている現在のエネル

ギー構造におけるそれとほとんど変わらないと見られている。
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